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事業計画書

１．申請者の概要　※採択時に一部の情報を公表します。
（１）応募申請者の概要
	法人番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	商号又は名称：

	商号又は名称（カナ）：

	法人代表者役職：

	法人代表者名：

	郵便番号：

	本社所在地：

	資本金・出資金（円単位）：　　　　　　　　　　　円

	従業員数：　　　　　　　　　　　人

	創業・設立日（西暦）：

	電話番号：
	FAX番号：

	Webページ：

	≪補助事業の主たる事業実施場所≫

	☐  本社所在地と同一　 ☐ 本社所在地と異なる
	☐  国内　　 ☐  海外

	郵便番号：

	所在地：

	事業所名：

	電話番号：
	FAX番号：

	担当者の役職及び氏名：［役職］　　　　　　　　　　　　　　［氏名］

	担当者のメールアドレス：

	担当者電話番号：
	携帯電話：




　（２）株主等一覧表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０　　　年　　　月　　　日現在）
	主な株主又は出資者
	株主名又は出資者名
	所在地
	資本金/出資金
	出資比率(％)

	
	①
	
	
	
	　　　％

	
	②
	
	
	
	　　　％

	
	③
	
	
	
	　　　％

	
	④
	
	
	
	　　　％

	
	⑤
	
	
	
	　　　％

	
	⑥
	ほか　　　　　　人
	　　　％



（３）役員一覧表（監査役を含む）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０　　　年　　　月　　　日現在）
	役職名
	氏名
	フリガナ
	生年月日（西暦）
	性別
	会社名
注.他社と兼務の場合

	
	
	
	年
	月
	日
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


[bookmark: _Hlk59455728]
（４）応募要件の対象事業者であることの誓約	
	確定している（申告済みの）直近過去３年分の各年又は各事業年度の課税所得の年平均額が15億円を超えていないことを確認の上、いずれかにチェックを付けてください。課税所得額が15億円超の年がある場合は、過去３年分の課税所得額を記載してください。
該当する項目に☑を付してください
☐ 過去3年の課税所得額はいずれも15億円以下である
☐ 過去3年のうち課税所得額は15億円超の年がある
　（課税所得額（前年）　　億円、（２年前）　　億円、（３年前）　　億円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→（３年間平均額）　　億円
※上記への該当の有無の確認のため、必要がある場合には、納税証明書等の提出を求めることがあります。





４．事業概要
（１）事業類型　※採択時に公表します。
該当する事業類型に☑を付してください（複数選択不可）。
☐ Ａ類型　 　　　　　☐ Ｂ類型

（２）補助事業名（30字程度）　※採択時に公表します。
	




（３）事業計画書の概要（最大100字程度）　※公表される場合があります。
	



※事業計画書に沿って、現状の課題とその解決策、効果等を簡潔に記載してください。ただし、公表される場合がありますので、公開されることで支障のあるノウハウや知的財産等を含む内容は、記載しないでください。



５．実施する展示会等のイベントの内容
	１．実施する展示会等のイベントの内容
※対象となる産業と出展対象分野、来場予定業種等についても記載
（要約）※１２０文字以内で記載
	



（詳細）



	２．実施する展示会等のイベントの開催地域の経済における重要性
（開催地域における経済的効果）


（地域との連携内容）
※地域内の関係主体（自治体、民間事業者等）との連携内容について記載


（開催地域の受けるメリット）



	３．過去に開催された展示会等のイベントと比べて、これまでにない新しい取り組みや新しい生活様式への対応についての実施内容
（要約）※１２０文字以内で記載
	



（詳細）



	４．上記３．の取り組みに対して、今回の展示会等のイベントにもたらす成果とは
※実施する展示会等のイベントの「高度化」につながると考える内容についても記載
（要約）※１２０文字以内で記載
	



（詳細）



	５．補助事業を実施するにあたって設定する今後の目標

	区分
	令和3年度
	令和4年度
	令和5年度

	売上高
	千円
	千円
	千円

	出展者数
	名
	名
	名

	来場者数
	名
	名
	名

	商談数
	件
	件
	件

	アクセス数　（オンラインのみ）
	回
	回
	回




	

６．事業終了後の継続性
※次年度以降の開催予定、将来構想等の計画について記載



	７．事業の実施体制および各主体の役割
※補助事業者、連携事業者（委託・外注先）、地域内の関係主体等を記載
※可能な限り図表を用いて記載



	８．過去開催または類似事業実績
※事業名（展示会等のイベントの名称）、実施概要、実施年度、実施場所等を記載



	９．事業実施計画（スケジュール）




※本様式は必要に応じて、記載欄を追加・拡大すること。
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